
 対象者は、７歳になるまでの間における集団予防接種等（昭和２３年から昭和 
６３年までの間に限る）の際の注射器の連続使用により、Ｂ型肝炎ウイルスに持続
感染した方及びその方から母子感染した方（これらの方々の相続人を含みます。）
になります。 
 和解協議で提出すべき証拠資料の内容など詳細につきましては、厚生労働省ホー
ムページに掲載している「Ｂ型肝炎訴訟の手引き」などをご覧下さい（お住まいの
自治体や医療機関等でも配布しています。）。 

 Ｂ型肝炎ウイルスについては、集団予防接種等の際の注射器の連続使用を含め、
様々な感染経路があり、かつ、本人の自覚なしに感染している可能性があります。
このため、過去に肝炎ウイルス検査を１回も受けたことがない方については、少な
くとも１回は肝炎ウイルス検査を受けていただくことが望ましいと考えます。 
 Ｂ型肝炎ウイルス検査は、お近くの保健所や医療機関で無料または低額で受ける
ことができます。詳細は、お住まいの自治体にお問い合わせください。 

（参考）肝炎の検査についてのパンフレット（厚生労働省作成）は、厚生労働省ホームページか
らダウンロードできます。 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/05.pdf 

 厚生労働省では、和解の仕組みを分かりやすくお知らせする「Ｂ型肝炎訴訟
の手引き」などの関係資料をホームページに掲載しているほか、電話相談窓口
を設置しています。 
 

厚生労働省ホームページ【Ｂ型肝炎訴訟について】 
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou/b-kanen/ 

 
【本件に関する照会先】 厚生労働省電話相談窓口 
   電話 ０３〓３５９５〓２２５２（年末年始を除く平日９時～１７時） 
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提出 

⑤社会保険診療報酬支払基金
へ給付金等の支給の請求 

⑥給付金等 
    の支給 

④和解協議手続、和解成立（和解調書の作成） 

③国を被告として、国家賠償請求訴訟を提起 

http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/05.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/05.pdf
http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku-kansenshou09/pdf/05.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou/b-kanen/
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou/b-kanen/
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou/b-kanen/

